様式第1（第６条関係）
特定計量器製造事業届出書

　 令和〇〇年△△月□□日 

経済産業大臣 殿 

届出者 住所　大阪府〇〇市・・・
氏名　株式会社〇〇
代表取締役　〇〇 〇〇　　　　　　　　　　　　　　　　 
下記により計量法第４０条第１項の特定計量器製造事業を届け出ます。 

記 

1 事業の区分の略称 
質量計第一類、分銅等、コンベヤスケール
※事業の区分の略称は、以下のホームページをご参考にしてください。
https://www.pref.osaka.lg.jp/o110120/keiryo/touroku/todokede.html#keizaisanngyousyourei
２ 当該特定計量器の製造をしようとする工場又は事業場（事業所）の名称及び所在地 
	名称
	所在地
	連絡先

	大阪工場（主たる事業所）
	大阪府大阪市○○区・・・
	〇〇-〇〇〇〇-〇〇〇〇

	堺工場
	大阪府堺市○○区・・・
	〇〇-〇〇〇〇-〇〇〇〇

	愛知工場
	愛知県〇〇市・・・
	〇〇-〇〇〇〇-〇〇〇〇



３ 当該特定計量器の検査のための器具、機械又は装置であって、計量法第４０条第１項第４号の経済産業省令で定めるものの名称、性能及び数
	名称
	能力
	器物番号
	個数
	成績書番号
	有効期間
	配置場所

	2級基準分銅
	20㎏～1㎏
	1
	10
	〇〇〇〇〇
	〇〇年〇〇月〇〇日
	大阪工場

	2級基準分銅
	20㎏～1㎏
	8
	10
	〇〇〇〇〇
	〇〇年〇〇月〇〇日
	堺工場

	3級基準分銅
	20㎏～5㎏
	12
	8
	〇〇〇〇〇
	〇〇年〇〇月〇〇日
	愛知工場


製造





記 入 例











製造を行う主たる事業所をご記入ください


主たる事業所以外にも特定計量器を製造する全ての事業所をご記入ください








備考

１　用紙の大きさは、日本産業規格A４とすること

２　第２項及び第３項の事項は別紙に記載することができる

３　住民票又は法人にあっては登記簿の謄本を添付すること

